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　近年の高等教育改革では，奨学金効果の検証が注目を浴びているが，これらの研究は一貫性のあ
る結論を得るには至っていない。そこで，本稿では同一の変数・同一のデータを用い，先行研究で
行われた方法（平均の差の検定・重回帰分析・措置効果モデル・プロペンシティースコアマッチング）
によって，奨学金が学生の経済活動（娯楽嗜好費）に与える影響を多角的に検証する。
　検証の結果，平均の差の検定・重回帰分析・措置効果モデル分析・プロペンシティースコアマッチ
ングによって，奨学金受給が学生の娯楽嗜好費の支出に統計的に有意なマイナスの影響がある場合
と，有意な影響はみられないという場合がみられた。この結果は，逆に言えば，多様な統計手法を
用いた結果，奨学金が娯楽費に使われているという奨学金への懐疑的な見解をもたらす先行研究に
対してはより頑健な反証を示したという意義を有する。
キーワード：平均の差の検定，重回帰分析，措置効果モデル，プロペンシティースコアマッチング，
奨学金効果
1．研究の背景と目的
　近年，「高等教育無償化」や「給付型奨学金の拡大」が重要な政策課題となっている。そうした中で，
奨学金が学生の経済活動，いわゆる奨学金の使い道に与える影響への関心が高まっている。
　奨学金（貸与型）は，「経済的理由で修学が困難な優れた学生に学資の貸与を行う」ものである（日
本学生支援機構 2018）。こうした政策目的に鑑み，先行研究では奨学金は生活費や修学費といった
学生生活上必須の事項に対して用いられているか，あるいは，奨学金が娯楽・嗜好に使われている
かが検証されている1。しかし，奨学金の使い道に関する研究はその緒に就いたばかりであり，いま
だ一貫した結論を得るには至っていない（濱中他 2016）。
　そこで本稿では，先行研究で採用されてきた複数の統計手法（平均の差の検定・重回帰分析・措置
効果モデル・プロペンシティースコアマッチング）を比較検討しながら奨学金が学生の経済活動，本
稿では娯楽嗜好費に与える影響を検証していく。これによって，奨学金が学生の経済活動に与える
影響について，より確かなエビデンスを提供するための知見が得られると期待される。
平均の差の検定・重回帰分析・措置効果モデル・プロペンシティー
スコアマッチングによる奨学金効果の検討
―娯楽嗜好費支出を中心に―
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　以下，第2節において奨学金効果に関連する先行研究の知見と問題点を整理し，本稿の研究課題
を提起する。第3節ではデータ・用いる変数を述べ，第4節では奨学金効果の検証（娯楽嗜好費支出）
を4つの統計手法を用いる形で検討する。最後に第5節では知見をまとめ，研究の意義および本研
究の限界・今後の課題について述べる。
2．先行研究の整理と本研究の課題
⑴先行研究の整理
　表1−1と表1−2は，分析方法ごとに，奨学金受給が学生の収入・支出に与えている影響2に関す
る先行研究を整理したものである。すべての先行研究で，従属変数は学生経済活動に関するもので
あり，独立変数は奨学金受給の有無である。この意味では，すべての先行研究は，奨学金受給者（処
置を受けるグループ）と非受給者（処置を受けていないグループ）の収入や支出を比較したものであ
ると言える。
A. モデル
　具体的なモデルのレベルで見ると，従属変数である学生の経済活動についても，学生の収入や支
出をどのような項目立てで記述するのかについては，ばらつきがある。
　小林（2002）および藤森・小林（2001）は，奨学金が学生の経済活動に与える影響を総合的に把握し
ようとする研究で，学生の収入・支出の多様な費目に注目して分析している。モデル構築に際しては，
収入モデル・支出モデルに分けて分析を行っている点にも特徴がある。それ以外の研究は，基本的
に研究者の関心に従って，経済活動の一部費目に焦点を置いた分析を行っている。全体の傾向とし
ては，収入への影響よりも支出への影響を明らかにしようとする研究が多い。また，「学生は奨学
金を遊ぶ金に使っている」という通俗的な批判を検証する意図から，特に嗜好娯楽費についてはす
べての研究で取り上げられている。
　さらに，奨学金以外で，学生の経済活動に影響を及ぼすと予想される要因を統制するために，様々
な変数がモデルに組み込まれており，こうした独立変数（あるいは統制変数）が研究によって異なる。
　なお，詳細は後述するが，措置効果モデルは，分析にあたって2段階のモデルを設定する。1段階 
目は学生が奨学金を受給する確率を推定する「奨学金受給関数」であり，2段階目は奨学金受給確率
をダミー変数として組み込んだ「消費関数」である。
　他方，島・呉・濱中（2018）は，奨学金が学生の経済活動に与える影響に関する奨学金研究ではな
いが（表に含まれていない），プロペンシティースコアを用いて奨学金受給が学生の生活時間に及ぼ
す因果効果を検討した先駆的な研究である。
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表1-1　奨学金が学生生活費の収入・支出に与える影響に関する先行研究の整理（平均の差の検定・重回帰分析）
出典：筆者作成
表1-2　奨学金が学生生活費の収入・支出に与える影響に関する先行研究の整理（措置効果モデル分析）
B.
⼤学設置形態別
奨学⾦種別
授業料免除別
収⼊階層別
D. 分析結果 娯楽嗜好費 ● ● 1997：● 2007：◎ー 国公⽴：
●
私⽴：
◎ー
国公⽴⼀
種：◎ー
私⽴⼀
種：●
私⽴⼀
種：◎ー
私⽴⼆
種：◎ー
◎＋
なし なし なし なし
なし なし なし なし
C. 対象区分 なし（対象は国公私⽴） 国⽴・私⽴ なし（対象は国公私⽴） 国公⽴・私⽴
なし なし なし ⼀種・⼆種
消費：奨学⾦受給の有無のダミー・学⽣本⼈の属性・親
の属性・学納⾦・収⼊合計
データ 『第33-35回学⽣⽣活実態
調査』
『学⽣⽣活調査』1996年
『学⽣⽣活調査』2004年
『学⽣の消費⽣活に関する
実態調査』
『学⽣⽣活調査』
2010年
独⽴変数
（統制変数）
奨学：親の所得・属性（学
⽣の性別・学年・学部・浪
⼈経験の有無・⼊試⽅法・
⽗親が⾃営業かどうか・⼤
学設置主体)
奨学：学⼒ランク(上・中・
下の 3段階)・家計の年収・
親の職業・本⼈の学科・居
住形態・性別・地域
奨学：性別・学部・学年・
地域・親の所得
奨学：⼊試難易度・家計の年間所得・親の職業・本⼈の
学科・居住形態・性別・地域・きょうだい数
消費：本⼈の所得総額（奨
学⾦を含む）・性別・居住
形態・学部・学年・⼤学等
の属性データ・奨学⾦受給
ダミー
奨学：奨学⾦受給確率
消費：⽣活費（⾷費・住居
費・⽇常費）、 奢侈品費
（教養娯楽費・電話代・雑
誌代）、研鑽費（勉学費・
書籍購⼊費）特別費（過去
半年の旅⾏等の⾼額⽀出）
消費：アルバイト収⼊・家
庭からの給付・⽀出合計・
学費合計・授業料・⽣活費
合計・修学費・⾷費・娯楽
嗜好費
消費：経常⽀出（⾷費・住
居費・交通費・⽇常費），
教育⽀出（書籍購⼊費・勉
学費），その他⽀出（教養
娯楽費・電話代・その他・
貯⾦繰り越し），特別費合
計（合宿代・国内旅⾏・海
外旅⾏・帰省代・運転免許
取得・各種スクール・耐久
消費財・⾐装品）
消費：修学費・課外活動費・通学費・⾷費・住居光熱
費・保健衛⽣費・娯楽嗜好費・その他の⽇常費・貯⾦繰
り越し・⽀出合計
奨学：奨学⾦受給確率A. モデル 従属変数 奨学：奨学⾦受給確率 奨学：奨学⾦受給確率
消費：本⼈の所得総額（仕
送り・アルバイトや定職か
らの収⼊・その他の収⼊，
奨学⾦の合計）・学⽣の属
性（学部・学年・性別・居
住形態）・奨学⾦受給の有
無のダミー
消費：奨学⾦受給の有無の
ダミー・居住形態・学科・
性別・学年・地域・設置
者・親の職業・家計の年収
分析⽅法 措置効果モデル
論⽂ 伊藤・鈴⽊（2003) 藤森（2008） 下⼭・村⽥（2011） 藤森（2015)
出典：筆者作成
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B. データ
　取り扱われているデータについては，文部省・文部科学省もしくは日本学生支援機構による『学
生生活調査』が主である。ただし，調査年度はそれぞれ異なる。またこれに加えて，全国大学生活協
同組合連合会による『学生生活実態調査』や『学生の消費生活に関する実態調査』も用いられる。
C. 対象区分
　分析対象については，大学の設置形態が異なったり，奨学金の種類（一種・二種）が異なったりする。
分析対象の収入の多寡に着目して，対象を層別にわけて分析している研究もある。
D. 分析結果
　それぞれの論文では，どのような費目で増減が見られるか記載されているが，ここでは奨学金が
学生の経済活動に与える影響に関する研究において，主要な論点となっている娯楽嗜好費を取り上
げて整理する。
　表中に◎が記載されているものは娯楽嗜好費の支出が分析に取り上げられており，かつ奨学金と
関係があったこと，●が記載されているものは分析では取り上げられたが奨学金と関係がなかった
ものを意味している。なお，◎の右のカッコ内にある記号＋・−は，奨学金の受給もしくは額と当
該費目との関係性（正・負の関係）を表している。表を見ると，分析結果は一貫したものとはなって
いないことがわかる。
⑵本研究の課題
　このように，先行研究を概観すると，一貫した結論が得られない原因が複合的なものであること
がわかる。その要因は大きく2つのタイプに分けられる。
　1つめは社会調査が多様性に由来する要因である。奨学金の使い道に関する研究について言えば，
調査の対象や時期が異なるため，調査結果の差異をもたらしうることになる。
　2つめは，統計学の進歩に即して分析方法が刷新され，それにともなって新しい分析結果が生み出
されてきていることに由来する要因である。新しい分析方法は，旧来の分析方法よりも頑健（robust）
な結果を生み出すと期待される。しかし，旧来の分析方法に比べて，新しい分析方法はどのような
点で優れているのか，どのような点で限界をはらんでいるのかについて顧みられることはあまり多
くない。その結果，過去の分析結果と最新の分析結果を統合的に理解することが，難しくなってし
まう。分析方法の精緻化がもたらす皮肉な帰結とも言えるが，こうした傾向は社会科学一般にも当
てはまるものであり，奨学金の使い道に関する研究でもやはりこの傾向を認めることができる。
　そこで本研究では，①同じデータ・変数を用いて，②先行研究で採用されてきた平均の差の検定・
重回帰分析・措置効果モデル・プロペンシティースコアマッチングを用いて，③先行研究から一致
した結論に至っていない奨学金効果が娯楽嗜好費支出に与える影響を検討するによって，奨学金効
果を複数方法で多角的に検証することを本稿の課題とする。
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3．データと用いる変数
⑴データ
　データは，日本学生支援機構による『学生生活調査』（2010年）に同定する。当該調査対象は，大
学学部・短期大学本科及び大学院の学生（休学者及び外国人留学生を除く）である。有効回答数は
37,151人，有効回収率は45.1% となる。本研究では，このうち私立大学学部・昼間部のみ取り上げて
分析する（合計7,914人）。統計解析ソフトは，Stata15である。
⑵分析に用いる変数
　分析に用いる変数の記述統計値は表2の通りである。③〜⑬の変数は，先行研究を踏まえて，奨
学金受給者（処置群）と非受給者（対照群）の間に統計的な有意差（t 検定）があり，統制の必要がある
ものを選択してある。ただし，④学年と⑩女性ダミーについては，処置群と対照群の間に差はないが，
先行研究との整合性を考慮して統制変数として用いた。
4．奨学金受給と学生の娯楽嗜好費支出との関係
⑴分析1：平均の差の検定による奨学金受給者と非受給者の娯楽嗜好費支出の比較
　まず，日本学生支援機構の奨学金の受給者と非受給者における娯楽嗜好費の平均的な支出を比較
した。表3では，奨学金受給者のほうで娯楽嗜好費が年間約2万2千円低いという結果となっている
（p<.001）。
　こうした分析は，調査観察データに基づいた研究であり，そのデータはランダムではない。その
ため，以下の2つのバイアスが生じる（Morgan and Winship 2007）。
　まず，奨学金受給者と非受給者は，奨学金受給前に家庭の経済状況や学業成績が異なると思われ
表2　分析に用いる変数
変数 平均 標準偏差
①娯楽嗜好費（千円） 138.21 154.33
②日本学生支援機構奨学金受給ダミー 0.47 0.50
③家庭の年間所得総額 7.21 3.50
④学年 2.50 1.13
⑤居住形態：学寮（寄宿舎）ダミー _ref. 自宅ダミー 0.06 0.23
⑥居住形態：下宿，アパート，その他ダミー _ref. 自宅ダミー 0.33 0.47
⑦大学所在地：関西ダミー _ref. 関東ダミー 0.19 0.39
⑧大学所在地：その他の県ダミー _ref. 関東ダミー 0.37 0.48
⑨家計支持者世帯：勤労者世帯ダミー 0.75 0.43
⑩女性ダミー 0.49 0.50
⑪専攻：薬系ダミー 0.03 0.17
⑫専攻：医・歯系ダミー 0.02 0.15
⑬高等教育機関に在学する兄弟姉妹の数 0.58 0.75
サンプル数 7,914
出典：筆者作成
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る。次に奨学金受給の確率はランダムではないので，処置群と対照群への割り当ては無作為ではな
い。そもそも奨学金受給者は家庭の経済状況が困難な学生が多く，娯楽嗜好費への支出が少ない可
能性が高い。こうした場合，分析1や先行研究では，奨学金受給者の属性が統制されていないため，
前述したバイアスが生じることとなる。
⑵分析2：重回帰分析による奨学金受給と娯楽嗜好費支出との関係
　次に，重回帰分析によって，親の経済状況や学生の居住形態などをコントロールしたうえで，奨学
金受給と学生の娯楽嗜好費支出との関係について検証する（表4）。モデル1では，先行研究（藤森・
小林 2001等）を参考にしたうえで，「奨学金収入額」を独立変数に投入した。一方，モデル2は，他
表3　平均の差の検定による奨学金受給者と非受給者の娯楽嗜好費の比較
単位：千円
グループ サンプル数 平均 標準誤差 95%信頼区間
日本学生支援機構の奨学金の受給者
日本学生支援機構の奨学金の非受給者
3,693
4,221
126.636
148.339
2.124
2.660
122.471
143.124
130.800
153.554
計 7,914 138.211 1.735 134.810 141.612
差 -21.703 *** 3.469 -28.504 -14.903
*<.05 **<.01 ***<.001
出典：筆者作成
表4　重回帰分析による奨学金受給と娯楽嗜好費支出との関係
従属変数：娯楽嗜好費支出
モデル1 モデル2
Coef. Std.Err. Coef. Std.Err.
家庭の年間所得総額 4.756 *** 0.530 4.421 *** 0.534
学年 13.845 *** 1.526 13.803 *** 1.526
居住形態：学寮（寄宿舎）ダミー _ref. 自宅ダミー 1.380 7.600 2.092 7.600
居住形態：下宿，アパート，その他ダミー _ref. 自宅ダミー 11.911 ** 3.738 12.479 ** 3.737
大学所在地：関西ダミー _ref. 関東ダミー -20.276 *** 4.701 -20.066 *** 4.699
大学所在地：その他の県ダミー _ref. 関東ダミー -12.033 ** 3.866 -11.812 ** 3.866
家計支持者世帯：勤労者世帯ダミー -8.667 * 3.983 -8.079 * 3.987
女性ダミー 1.341 3.433 1.452 3.432
専攻：医・歯系ダミー 25.521 * 11.581 25.291 * 11.558
高等教育機関に在学する兄弟姉妹の数 0.686 2.286 0.941 2.285
定数項 79.600 *** 7.387 84.377 *** 7.497
収入：日本学生支援機構奨学金（千円） -0.003 0.004
日本学生支援機構奨学金ダミー -9.554 * 3.686
サンプル数 7,914 7,914
F 23.570 *** 24.130 ***
調整済み決定係数 0.030 0.031
Mean VIF 1.080 1.090
*<.05 **<.01 ***<.001
出典：筆者作成
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の分析と同様に，「奨学金受給ダミー」を独立変数に投入したものである。
　モデル1では，日本学生支援機構の奨学金の受給者と非受給者との間で，娯楽嗜好費の支出には
統計的に有意な関係はみられない。ただし，奨学金収入は，連続変数ではなく「受給しているかし
ないか」で切断がある。よって奨学金収入額を独立変数に投入することは適切ではない（藤森 
2008）。
  モデル2では，日本学生支援機構の奨学金の受給者は非受給者と比較して，奨学金受給者は非受給
者よりも年間約 9.6千円少なくなっている。そのため，私立大学の奨学金受給者は非受給者より慎
ましい生活をしており，娯楽嗜好費支出を抑えていると言える。
　しかし，重回帰分析を用いた分析にも，問題が存在することが指摘されている（伊藤・鈴木 2003，
藤森 2008，下山・村田 2011）。それは，奨学金受給変数には，親の経済状況といった要因が影響す
るため，親の経済状況との相関が，奨学金を独立変数としたときの係数に影響を及ぼすという問題
である（藤森 2008）。
⑶分析3：措置効果モデルによる奨学金受給と娯楽嗜好費支出との関係
　ここでは，措置効果モデルによって，奨学金受給と学生の娯楽嗜好費支出との関係についてみて
いくこととする（表5）。措置効果モデルは，2段階推定法である。1段階目は学生が奨学金を受給す
る確率を推定する「奨学金受給関数」であり，2段階目は奨学金受給確率をダミー変数として組み込
んだ「消費関数」である。そのため，措置効果モデルでは，奨学金受給に親の経済状況が及ぼす影響
を考慮した上で，奨学金受給と娯楽嗜好費の支出の関係を検証することが可能となる。
　変数については，藤森（2015）を参考にしたうえで，奨学金受給関数に家庭の年間所得総額・学年・
居住形態・大学所在地・家計支持者世帯・女性・医歯系・高等教育に在学する兄弟姉妹の数を投入した。
その上で，奨学金受給関数をダミー変数として，および家庭の年間所得総額・学年・居住形態・女性・
医歯系を消費関数に投入し，消費関数と奨学金受給関数を同時推定して分析を行った3（表5）。
　モデル1とモデル2は同じ変数を用いたものであるが，モデル1の推定法は最尤法推定を，モデル
2の推定法はヘックマンの2段階推定をしたものである。モデル1の結果について，消費関数に注目
すると，奨学金受給の有無にかかる係数がマイナス（-57.690）であり，家庭の年間所得総額や学年な
どを統制することで奨学金受給者は非受給者よりも娯楽嗜好費の支出が5万8千円少なくなるとい
うことを示している。一方，モデル2の分析結果，奨学金受給の有無にかかる係数はマイナス26.741
となっているが，統計的に有意ではない。
　ただし，措置効果モデルでは，消費関数と奨学金受給関数の変数が同一またはその一部となると，
消費関数の推定で多重共線性問題が生じる可能性があり，標準誤差が大きくなってしまい，正しい
推定ができなくなるという問題がある（縄田 1998，星野 2015）。先行研究やそれに倣った本分析で
も，消費関数と奨学金受給関数の「学年」や「居住形態」や「女性ダミー」や「家庭の年間所得総額」な
どが重複しているので，多重共線性が生じている可能性がある。
　実際に多重共線性を確認するために， 消費関数における処置変数（奨学金受給）と説明変数の相関
年報07呉書雅氏1C_三[95-110].indd   99 2018/12/11   18:01:54
―　　―100
平均の差の検定・重回帰分析・措置効果モデル・プロペンシティースコアマッチングによる奨学金効果の検討
を確認してみる。方法としては，まずプロビット法を用いて，奨学金受給関数の奨学金受給推定値
を計算する。次に，奨学金受給推定値と消費関数における独立変数との相関係数を求める。その結果，
家庭年間所得総額と奨学金受給の相関係数は -0.934と高い（表6）。説明変数間に高い相関があるた
め，措置効果モデル分析では多重共線性の問題が生じると思われる。
表5　措置効果モデルによる奨学金受給と娯楽嗜好費支出との関係
従属変数：娯楽嗜好費支出
モデル1（最尤法） モデル2（two-step 法）
Coef. SE Coef. SE
消費関数
家庭の年間所得総額 2.238 * 0.967 3.795 * 1.675
学年 13.697 *** 1.543 13.813 *** 1.533
居住形態：学寮（寄宿舎）ダミー 8.184 7.831 5.129 8.215
居住形態：下宿，アパート，その他ダミー 16.705 *** 4.010 14.002 ** 4.633
女性ダミー 1.494 3.472 1.173 3.452
医・歯系ダミー 29.120 * 11.628 28.453 * 11.538
日本学生支援機構奨学金受給ダミー -57.690 *** 16.469 -26.741 31.803
定数項 107.298 *** 14.406 82.583 ** 26.057
奨学金受給関数
家庭の年間所得総額 -0.146 *** 0.005 -0.146 *** 0.005
学年 -0.010 0.013 -0.009 0.013
居住形態：学寮（寄宿舎）ダミー 0.296 *** 0.066 0.292 *** 0.066
居住形態：下宿，アパート，その他ダミー 0.254 *** 0.032 0.252 *** 0.032
大学所在地：関西ダミー 0.105 * 0.041 0.084 * 0.041
大学所在地：その他の県ダミー 0.071 * 0.033 0.059 0.033
家計支持者世帯：勤労者世帯ダミー 0.247 *** 0.035 0.243 *** 0.035
女性ダミー 0.032 0.030 0.031 0.030
医・歯系ダミー 0.079 *** 0.107 0.072 0.107
高等教育機関に在学する兄弟姉妹の数 0.111 *** 0.020 0.115 *** 0.020
定数項 0.557 *** 0.061 0.570 *** 0.061
ρ 0.190 0.066
サンプル数 7,914（受給者：3,693，非受給者：4,221）
*<.05 **<.01 ***<.001
出典：筆者作成
表6　消費関数における処置変数（奨学金受給）と説明変数の相関
奨学金受給 家庭の年間所得総額 学年
学寮
ダミー
下宿，アパート，
その他ダミー
女性
ダミー
医・歯系
ダミー
奨学金受給 1.000
家庭の年間所得総額 -0.934 1.000
学年 -0.015 0.015 1.000
学寮ダミー 0.105 -0.019 -0.104 1.000
下宿，アパート，その他ダミー 0.147 0.053 0.071 -0.172 1.000
女性ダミー -0.031 0.049 -0.030 0.009 -0.062 1.000
医・歯系ダミー -0.090 0.123 0.067 -0.001 0.061 -0.027 1.000
出典：筆者作成
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⑷分析4：プロペンシティースコアを用いた因果効果分析による奨学金受給と娯楽嗜好費との関係
　最後に，本項では，プロペンシティースコアマッチング4（Nearest-Neighbor Matching・Radius 
Matching・Kernel Matching・Propensity Score Weighting）によって，奨学金受給と学生の娯楽嗜
好費支出との関係についてみていく。
　プロペンシティースコアマッチングの分析では，まず学生本人の属性および親の属性が奨学金受
給に与える影響という交絡因子となる数多くの共変量を一元化して，奨学金受給確率としてのプロ
ペンシティースコアを求める。プロペンシティースコアは，全ての説明変数が，奨学金の受給の有
無に影響する程度をロジスティック回帰分析で算出したものである。次にそのスコアが同水準のも
の同士を割り当てて，奨学金の受給で支出行動に差があるのかどうか検証し，因果効果（Average 
Treatment Effect on the Treated：ATT）を推定するという手法である。これゆえに，プロペンシ
ティースコアでは，措置効果モデルのような形での多重共線性のリスクは生じない。また，これに
加えて，プロペンシティースコアマッチングでは，共変量の分布が非常に極端な値を示すような本
来的に比較が不可能なデータは，マッチング不能なデータとして分析からは排除される。
　奨学金受給者と非受給者における娯楽嗜好費支出の差の期待値（ATT）をみると，マッチング方
法によらず，ATT の推定結果はマイナスであるが，統計的に有意差が認められない。この結果は，
奨学金受給者と非受給者における娯楽嗜好費の支出額は変わらないということを意味している。
　表7におけるマッチングが成功しているかどうかを検討するために，表8バランス評価を確認する。
マッチング前には共変量の有意差が存在していたが，マッチング後には，奨学金受給者・非受給者
の間で有意でなくなっている。このことは，マッチング後の受給者群と非受給者群の間には，奨学
金受給以外の要因が同一あるいは近似していることを意味している。いずれもの方法においても，
マッチングには問題ないことが確認できる5。
表7　プロペンシティースコアマッチングによる奨学金受給と娯楽嗜好費との関係
単位：千円
*<.05 **<.01 ***<.001
注1：奨学金受給者は処置群，奨学金非受給者は対照群である。
注2：Unmatched ATT は，奨学金受給者と非受給者の平均の差を指すものである。
注3：標準誤差は bootstrap 法を1000回起こった場合のロバストな結果を示している。
注4： caliper の算出手法は，傾向スコアの推定値をロジット変換した値の標準偏差に0.25を乗じた値が推奨された
（Rosenbaum and Rubin 1985）。計算した caliper は，.047となる。
注5：Nearest Neighbor Matching においては，Neighbor の数は5とし，replacement をありとした。
出典：筆者作成
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　しかしながら，プロペンシティースコアマッチングにも分析の限界がある（中澤 2013，星野 
2015）。それは，プロペンシティースコアマッチングの算出によって処置群と対処群の共変量のバ
ランスを調整することが可能ではあるが，当然ながらデータとして取り扱うことができる共変量し
か用いることは出来ないという限界である。例えば，日本学生支援機構奨学金の受給基準は，学力
基準が含まれている。ただし，本稿では質問紙の情報の制約のため，学力基準が考慮されていない。
5．知見の整理，研究の意義および本研究の限界・今後の課題
　本稿では平均の差の検定（分析1）・重回帰分析（分析2）・措置効果モデル（分析3）・プロペンシ
ティースコアマッチング（分析4）によって，奨学金受給が大学生の娯楽嗜好費支出に与える影響を
検証してみた（表9）。知見として得られたのは以下の5点である。
　⑴2010年度『学生生活調査』によると，大学生全体の年間平均娯楽嗜好費の支出は，13万8千円で
ある（表9の平均支出）が，平均の差の検定（分析1）に基づくと，奨学金受給者の方は娯楽嗜好費支
出が年間約2万2千円少なくなっているとの結果になった。しかし，奨学金受給者と非受給者は，奨
学金受給前に家庭の経済状況などが異なると思われる。また，奨学金受給の確率はランダムではな
いので，処置群と対照群への割り当ては無作為ではない。そこで，そもそも奨学金受給者は家庭の
経済状況が困難な学生が多く，娯楽嗜好費への支出が少ない可能性が高い。この2つのバイアスが
生じる。
　⑵重回帰分析（分析2）によって親の経済状況をコントロールしたうえで娯楽支出費を分析すると，
奨学金受給者は非受給者より娯楽嗜好費支出に差がない，もしくは9.6千円少ないという結果となっ
表8　バランス評価
プロペンシティーマッチング MeanBias（%） p>chi2
Unmatched 13.9 0.000
Nearest Neighbor Matching 2.6 0.073
Radius Matching 0.6 0.999
Kernel Matching 0.5 1.000
Propensity Score Weighting 0.119
出典：筆者作成
表9　奨学金受給と娯楽嗜好費支出との関係（4つの統計手法のまとめ）
単位：千円
統計方法 平均支出（記述統計量）
平均の差の検定
による推定値
（分析1）
重回帰分析の
推定値
（分析2）
措置効果モデルの
推定値
（分析3）
プロペンシティースコ
アマッチングの推定値
（分析4）
娯楽嗜好費の支出 138.211 -21.703*** -0.003 〜 -9.554* -26.741 〜 -57.690*** -4.096 〜 -6.095
*<.05**<.01***<.001
出典：筆者作成
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た。しかし，重回帰分析では，奨学金受給変数に，親の経済状況といった要因が影響するため，親の
経済状況との相関が，奨学金を独立変数としたときの係数に影響を及ぼすという問題が残る。
　⑶措置効果モデルを用いた場合（分析3）は，受給者の属性の統制のために，奨学金受給確率を推
定する奨学金受給関数を設定してダミー変数として消費関数に投入する。これにより消費関数と奨
学金受給関数を同時推定する。分析結果としては，奨学金受給者は非受給者より娯楽嗜好費支出が
約年間2.7万円〜 5.8万円少なくなっている。しかし，ここでは，消費関数の説明変数と奨学金受給
関数の説明変数と同一またはその一部であるモデルは，推定された係数が多重共線性の問題を受け
やすく，推定値が不安定となる可能性がある。
　⑷プロペンシティースコアマッチングによる分析結果，分析方法（Nearest-Neighbor Matching・
Radius Matching・Kernel Matching・Propensity Score Weighting）によらず，ATT の推定結果は
マイナスであるが，統計的に有意差が認められない。これは奨学金受給によって，奨学金受給者は，
非受給者と同様な娯楽嗜好費支出の水準に達すると言える。しかし，プロペンシティースコアマッ
チングにも分析の設計や運用面での限界は存在する。特に日本学生支援機構奨学金の受給基準に学
力基準が含まれているにも関わらず，データの制約のためこの点を考慮出来ていない点には留意が
必要である。
　⑸以上の4つの分析手法によって，奨学金受給が娯楽嗜好費の支出に統計的に有意なマイナスの
影響がある場合，および有意な影響がみられないという場合がみられた。このように，多様な統計
手法を用いた分析結果，すなわち奨学金受給が娯楽嗜好費にプラスで有意な影響を与える，奨学金
が娯楽嗜好費に使われているという奨学金への懐疑的な見解をもたらす先行研究に対してはより頑
健な反証を示したことが本研究の意義である。
　本研究の限界として，今回の分析で用いたデータは2010年度の単年度のものであることが挙げら
れる。今後，分析年度を増やし知見の頑健性を向上させる必要がある。
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【注】
1  大学生活において「娯楽・嗜好」と「修学」の区別は必ずしも自明ではない。例えば，海外旅行などに対する支出は，
「娯楽・嗜好」の側面もあるが，その後の留学活動への準備といった「修学」の側面もある。この意味で，奨学金の使
い道に関する研究は，あるべき大学生活に関する形而上学的な論点をはらんでいる。この点については，今後の課
題として別稿にて扱う。
2  奨学金受給が学生の収入・支出などに与えている影響については，こうした研究を整理したものとして，濱中他
（2016）等があげられる。
3  消費関数と奨学金受給関数と同一である措置効果モデルでは，推定値が23.6万円となり，解釈不能な分析結果と
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なる（全体的な平均支出が13.8万円）。そのため，本稿では藤森（2015）を参考した上で，消費関数と奨学金受給関数
に投入した変数をそれぞれに設定した。しかし，本稿では，藤森（2015）で扱った「収入合計」・「入試難易度」を投入
していない。その理由は，① OLS などのモデルを比較するため，②「収入合計」を投入した結果，同様に解釈不能な
分析結果となった（推定値が20.7万円）からである。
4  マッチング方法は多様である。本稿では，主要な方法である Nearest-Neighbor Matching, Radius Matching, 
Kernel Matching・逆確率重み付け法を行い，分析結果を検討してみる。Nearest-Neighbor Matching は，処置群と
対照群で最小の距離にあるペアをマッチさせる方法である。Radius Matching は，ある程度の距離（caliper）に複数
の観測値が入っている場合には，それらの平均値を使うという方法である。Kernel Matching とは，Kernel 関数を
利用したウェイトで，対照群（奨学金非受給者）の全ての観測値のウェイトづけ値を「本来なら処置群では観測され
ない」の代わりとして利用する方法である。逆確率重み付け法は，処置群の各々のサンプルにプロペンシティーの
逆数（対照群は1からプロペンシティーを引いた値）でウェイトをつけることによって ATT を補正する方法である
（星野2015）。
5  プロペンシティーマッチングの分析では，マッチング後には処置群と対照群の統制変数の差がいずれも消失して
おり，マッチングには問題ないことを確認している。また，共変量による割り当て（処置群または対照群への割り
当て）の判別力のチェックとしては，c 統計量を採用したが，その結果は0.714となっており，医療系の論文誌では c
統計量は0.7以上が望ましいとされていることに鑑みれば（久繁 2005），本分析には一定の判別力があると言える。
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 In the perspective of recent higher education reform, the effects of JASSO scholarship loans 
are attracting a great deal of attention. However, studies on these effects have not reached 
coherent conclusions. Thus, this study estimates the effects of JASSO scholarship loans on 
undergraduate students' economic activity, especially entertainment and hobby expenses, 
employing the same variable and dataset, and multilateral methods used in previous studies, that 
is, the 2-sample t-test, multiple regression analysis, treatment effect model, and propensity score 
matching.
 The results indicate that JASSO scholarship loans have a significant negative effect or no 
statistically significant effect on university students’ entertainment and hobby expenses. This 
study is significant because it robustly disproves previous studies’ skeptic opinion about the 
effects of the JASSO scholarship loans that were based on the belief that the JASSO scholarship 
loans are misused for entertainment.
Keywords： 2-Sample T-Test, Multiple Regression Analysis, Treatment Effect Model, Propensity 
Score Matching, the Effects of JASSO Scholarship Loans 
Statistical Estimation of the Effects of JASSO Scholarship Loans by 2-Sample T-Test,
Multiple Regression Analysis, Treatment Effect Model, and Propensity Score Matching：
Based on Entertainment and Hobby Expenses
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